
平成 30 年度第 1 回 新潟県・新潟市調整会議の概要 

～新潟県の拠点性向上に資する新潟市の都市機能向上に向けた県市の取組状況～ 

１ 新潟市の都市デザイン 

H29.8 県市調整会議での確認事項 H30.7 県市調整会議での報告確認事項 

□ 全体の統一したキーコンセプト、トータル

グランドデザインを描ける統一したプロデュ

ーサーが必要 

□ 新潟市は有識者、経済界、県などで構成す

る「拠点化に向けたまちづくり懇談会」を設

置し、都市デザインの意見交換を行う。

■ 都市計画・都市景観の専門家である西村

幸夫氏（東京大学名誉教授）が拠点化まち

づくりアドバイザーとして参画 

■ 左記懇談会の意見等を踏まえ、「新潟都

心の都市デザイン」を策定 

２ 新潟駅周辺整備 

H29.8 県市調整会議での確認事項 H30.7 県市調整会議での報告確認事項 

[新潟駅万代広場の整備] 

□ 新潟市は有識者、経済界、ＪＲ、県などで

構成する「万代広場整備検討委員会」を設置

し、万代広場計画の見直しを行う。 

■ 左記検討委員会や市民意見等を踏まえ、

平成30年度中に、都市デザインの理念を

踏まえた設計に着手予定  

[新潟駅から古町までの街路・歩道] 

□ 新潟市は有識者、経済界、交通事業者、県、

国などで構成する「にいがた交通戦略プラン

検討委員会」を設置し、市内交通体系の行動

計画（交通戦略プラン）の見直しを行う。  

■ 左記検討委員会の意見等を踏まえ、平成

30年度末までに、新たな「にいがた交通

戦略プラン」を策定予定  

[新潟駅南口広場の利活用] 

□ 県・新潟市等で、土地利用や機能など課題

の整理や検討の進め方について協議し、 平成

29年度末を目処に、検討体制を整える。 

■ 検討体制については、平成29年度末に

実施した交通拠点利用調査結果や民間関

係者との意見等を踏まえ、県・新潟市等

で改めて協議  

３ 新潟港 

H29.8 県市調整会議での確認事項 H30.7 県市調整会議での報告確認事項 

[新潟西港（万代島にぎわい創出）] 

□ 平成 29 年度末を目処に、新潟西港の魅力

創出と活性化の取組について、引き続き経済

界、民間、漁協、新潟市、新潟県、国などで

構成する「水辺まちづくり協議会」で検討す

る。 

■ 左記協議会の意見等を踏まえ、平成3０

年度末までに、万代島地区の将来ビジョ

ンを作成予定  

[海フェスタ、新潟開港150周年] 

□ 平成 30年度の事業実施を目指し、平成29

年度末を目処に、海フェスタ及び新潟開港

150周年の取組について、各「実行委員会」

で検討する。 

■ 平成 30年.3 月に、「新潟開港150 周

年記念事業実行委員会」及び「海フェス

タにいがた実行委員会」を開催し、平成

30年度事業計画を承認  
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「新潟都心の都市デザイン」について 

～「都市デザイン」監修：東京大学名誉教授 西村幸夫氏から～ 

  現在の NEXT21 には旧奉行所があり、それに正対して、かつての萬

代橋東詰の先に現在の新潟駅を置いて、新旧の拠点が向き合うようにし

て都心軸を形成している。その軸が 150年間ぶれていないところが、他

都市にはない新潟の個性であり、新潟の財産。 

  新潟にはその軸を育ててきた歴史があり、無意識であっても市民に根

付いて、揺らぎがないように思う。開港150周年の機会に、これまでの

都市構造の変遷を改めて見直して、「都市デザイン」のような形で将来

像を明示化し、次の 150年もこの軸の上にストーリーを作っていくこと

を伝えるべき。 

  まちづくりは多様な主体で担うため、多くの関係者が同じビジョンを

共有しないまま、各々事業を実施されると、全体として統一感がなく、

魅力に欠ける状態に陥る。 

  都市デザインの実現には、かなりの期間が必要。そこに至るまでのプ

ロセスを上手くデザインしていくことも一緒に考えないといけない。長

期にわたる変化をイメージできるような、将来のビジョンを県市はもち

ろん、市民・県民や民間も共有するような仕掛け・工夫が求められる。

  徐々にまちが変わっていることを実感することが大事。例えば、通り

がきれいになって、行政も力が入っているということが分かると、将来

のビジョンを自分の生活のビジョンにも重ねられる。

 今後は、もう少し副軸や港の方向に取り組みを広げるなど、都心軸

をもっと豊かにするような取り組みも行い、それが全て、都心軸とい

う幹に収れんしていく、というストーリーになることを期待している。 

平成 30年 7月 23日 西村 幸夫 
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● 新潟県・庄内エリ
アデスティネーショ
ンキャンペーン
（10/1-12/31）
● 国民文化祭（秋）

● 旧大和跡地再開発ビル
オープン(2020年4月予定)
○ 高架駅全面開業
 (2021年度目標)
○ 高架下交通広場供用開始

主要トピックス

新潟県の拠点性向上に資する新潟市の都市機能向上に向けた取組の想定スケジュール

2020年度 
H29(2017)年度 H30(2018)年度

2019年度

○ 万代島多目的広場 屋内広場（通称「大かま」）供用開始

○ 高架駅第1期開業（4/15）

○ 万代島多目的広場 全面供用開始（6/1）
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● 国民文化祭（秋）
● 全国障害者芸術・
 文化祭(秋)

○ 高架下交通広場供用開始
 (2022年度目標)
○ 万代広場供用開始
 (2023年度目標)

新潟県・新潟市調整会議

拠点化に向けた
まちづくり懇談会

◆H30第1回調整会議

都市デザインの検討

○新潟開港150周年記念事業（7月-2019年12月）
○ 海フェスタにいがた（7/14-7/29）
● 水と土の芸術祭2018（7/14-10/8）

2020年       
パラリンピック競技大●新潟県・庄内エリア プレDC（10月-12月）

凡例

● まちづくり関連

● 文化・観光関連

○ 新潟駅・新潟港関連（再掲） 2019年
G20日本開催

都市デザイン
 理念 共有

● 高架駅全面開業
 (2021年度目標)
● 高架下交通広場供用開始
 (2022年度目標)
● 万代広場供用開始
 (2023年度目標)

②駅から古町までの街路・歩道

新
潟
駅
周
辺

①新潟駅万代広場の整備

◆第２回懇談会(3/19)

◆第4回検討委員会(3/19)

◆第2回検討委員会(2/14)

基本方針

作成

交通戦略

プラン策定

●高架駅第1期開業（4/15）

◆第3回検討委員会(2/8)

都市デザインの理念を踏まえた設計

検討委員会を開催

③新潟駅南口広場の利活用

新
潟
港

①西港（万代島にぎわい創出）

②海フェスタにいがた、開港150周年
●海フェスタにいがた（7/14-7/29)

新潟開港１５０周年記念事業
コア期間（2018/7-2019/12）

将来

ビジョン

策定

◆H29年度第3回協議会(1/31)

◆第3回新潟開港150周年
実行委員会総会(3/28)

バス利用

実態把握 関係者との勉強会、社会動向の把握

協議会を開催

●万代島多目的広場
屋内広場
（通称「大かま」）
供用開始（3/10）

●万代島多目的広場
全面供用開始（6/1）

コア期間（2018/7-2019/12）



新潟県と新潟市の課題整理 各検討テーマの進捗状況 

１ ハイレベル国際コンベンション誘致 

対応方針(合意事項) (H28.7 調整会議) 進捗状況 

□政府間会合では、首脳レベル、閣僚レベル

のコンベンションを中心に、定期的かつ継

続的な誘致に向けて、県市で連携して取り

組む。 

■県・市共同の推進体制として「ハイレベ

ル国際コンベンション等新潟開催推進

会議」を設置（平成29年２月） 

■2019 年Ｇ20 農業大臣会合の新潟市

開催が決定（平成30年４月） 

２ 県･保健環境科学研究所と新潟市･衛生環境研究所の連携 

対応方針(合意事項) (H28.7 調整会議) 進捗状況 

□両研究所間で、感染症発生時などのリスク

事案への対応に関する協定締結を検討 

■両研究所間で協定締結済（平成29年２

月覚書締結） 

■麻しん疑い患者が新潟市内で発生した

際、同協定に基づき対応策を実施（平成

29年５月） 

３ 職員研修の共同実施 

対応方針(合意事項) (H28.7 調整会議) 進捗状況 

□行政組織の垣根を取り払った職員研修の

共同実施などについて検討。 

■職員研修の県・市の共同実施について、

随時、実施・拡大中（例：経営管理研修、

政策形成研修、行政法務研修、女性キャ

リア・マネジメント研修、LGBT 研修） 

４ 文化プログラム（国民文化祭） 

対応方針(合意事項) (H29.8 調整会議) 進捗状況 

□国民文化祭（平成31年新潟県開催）を契

機とした文化プログラムの浸透・充実を目

指す。 

■「第34回国民文化祭、第19回全国障

害者芸術・文化祭新潟県実行委員会」を

開催し、平成30年度事業計画を承認（平

成30年３月） 

■文化プログラム（beyond2020プログ

ラム※）の認証を実施 

※beyond2020 プログラム：2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、日本文化の魅力を

発信する文化的行事の認証制度。 
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